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A Study on the Interpenetration of Academic Achievements and Self-evaluations
― Assessment and Verification of Learning Outcomes, 

and Examination of Educational Factors that Influence the Improvement of Learning Outcomes, in NUJC ―

　The relationship between student's academic achievements (objective measurements) and self-
evaluations (subjective measurements) on the same learning attainment targets is an interest issue 
for learning outcomes assessment. Our junior college (NUJC) developed an evaluation support 
system of competency-based learning outcome in 2015. This system provides the assessment 
regarding rubric (criteria)-referenced self-evaluation, and the academic achievement based on the 
achievement targets. The self-evaluation is a process during which students collect information 
about their own performance or progress. The formative assessment in each semester aims to 
improve students' academic achievements and to optimize their self-evaluations, and then the 
summative assessments provide in the final semester. We introduce the ongoing improvement of the 
measurement and assessment of the learning outcomes for ‘quality assurance and enhancement in 
higher education', and for ‘internal quality assurance'. We reexamined the statistical relationship 
between the objective and subjective measurements on this system, and investigated specific 
factors that would improve learning outcomes. As a result, we reconfirmed the relationship that the 
correlation coefficient (| r |) increases, approximately from 0.2 to 0.4, as the semester progresses 
by Spearman correlation analysis. Fishbone analysis was performed with the correlated factors from 
student questionnaire survey. This analysis led to some concrete factors inferred as the cause of 
problems.

Key words: 学修成果 Learning Outcome
 学修到達度 Academic Achievement
 自己評価 Self-evaluation (=Self-assessment)
 フィッシュボーン分析 Fishbone analysis
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１.　緒　　言

　高等教育の学習パラダイムシフト 1）が求められて久
しく、およそ 2005 年を皮切りに行政主導によって、機関・
課程・科目（学習）レベルの教育の質の保証及び内部質
保証が求められるものとなった。本学では、「教育の質
の保証」及び「内部質保証」として、学修成果の獲得・
向上を目指し、学修成果の評価支援システムを 2015 年
度から正式導入し、学修到達目標に基づく学修成果・教
育成果の把握・可視化を進め、学修成果の実質化、獲得・
向上に向けた検討・改善を継続している。学修到達目標
は、学位授与方針を具体化したもので、コンピテンシー
モデルに基づいて作成されている。また学修到達目標に
は４段階のルーブリックを設けて、学修成果を具体化し
ている。このシステムは、科目成績から学修到達目標に
基づいて分配された学修到達度（直接評価とする）と、
学修到達目標のルーブリックを参照した自己評価に対し
て学修到達度に応じた査定（間接評価とする）をフィー
ドバックするものである。自己評価は、学生が自分の成
績や進歩に関する情報を収集するプロセスにもなってい
る。各学期の形成的評価では、学生の学業成績を改善し、
自己評価を最適化することを目的としている。最終学期
では総括的評価として、総合の学修到達度と自己評価の
査定を学位証明補足資料（ディプロマ・サプリメント）
として提供している。注 1）

　本稿では、本学が取組む学修成果の評価システムの検
証・評価を継続するとともに、学修成果の獲得・向上に
関する具体的な要因（原因）を探索し、今後の課題改善
を考えたい。学修成果は、学修到達目標（このルーブ
リックを含める）に基づく学修到達度（直接評価）と自
己評価の査定（間接評価）をもって把握している。直接
評価と間接評価の相関や相互浸透に係る研究・開発は注
目される課題であり、先の報告 2）では、本システムに
おいて学修到達度（直接評価）と
自己評価（間接評価）の相関が、
総じて学期の進行に伴って高まる
ことが分かり、相互浸透が図られ
ていることを見出した。この検証
については、スペアマン相関分析
によって継続したい。また、この
相関を高める要因について、先の
報告 3）において学生アンケート
調査と学修成果（学修到達度と自
己評価）の相関から探索的因子分
析を行い、学修成果の獲得要因を
検討した結果、要約した教育者側
の「学習プログラム」と学習者側
の「自己認識」と称するカテゴリー

要因を見出した。注 2）　これらの要因については、先行
研究からすでに検証しているが、それらに潜在するより
具体的な要因（原因）へのアプローチは殆ど報告されて
いない（教育研究として論文公表しにくいことも考えら
れる）。これまでの報告 2, 3）において今後の課題で述べ
たとおり、「学習プログラム」と「自己認識」の要因に
対して、教育者側から考えられる課程編成から個々の指
導に至る改善が、学修成果の獲得・向上にどの程度影響
すると考えられるものか、教育者側の PDCA のなかで
学修到達度の獲得・向上と自己評価の適正化に向けた改
善課題を整理し、今後の方策を検討したい。注 3）

２.　方　　法

　学期別の学修到達度と自己評価について、2015 年
度から 2021 年度のデータを分析対象とした。本学は、
2017 年度に改組を行い、食物栄養学科と生活福祉学科
を統合させ、現在の３コース（食健康コース、介護福祉
コース、多文化コース）からなる地域生活支援学科を編
成した。学科構成は、従来からの幼児保育学科（２コー
ス）と地域生活支援学科の２学科となっている。相関解
析にあたっては、母数が少ないことから学科・コース別
の分析は避け、本学全体の傾向を明らかにしたい。そこ
で全学生を対象として、入学年度・学期別の学修到達度
と自己評価について、それぞれ能力要素別に集計された
データの平均値に基づいて解析を行った。統計解析には、
Excel2013 （Microsoft Co.）またはOriginPro2021 （Origin 
Lab Co.）を用いた。
　要因の分析では、フィッシュボーン図（Fishbone 
diagram, cause-and-effect diagram, Ishikawa diagram）
による分析手法 4, 5）を用い、図１の雛形を参考にして専
任教員による所属学科・コースでのグループワークを
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行った。その後、各教員への調査から全体の要因を集約
した。グループワークに先立ち各教員は、‘事前資料’
として調査年度別学生の学期別の学修到達度と‘自己評
価の査定基準差’の分布図、そして年度別カリキュラム
の学修到達目標別の成績評価（配点）集計グラフ（カリ
キュラムチェックリスト（CCL）の集計グラフ）を参考
にし、調査年度別の主な変化として、社会的・全学的な
環境変化、学科・コースあるいは全学のカリキュラム変
更点、これらの変更点やカリキュラムに対する主な評価・
改善点、そして現在の改善取組み状況等について‘事前
のメモ’を執って臨んだ。学修成果の獲得・向上（フィッ
シュボーン図の背骨に相当）に対するより具体的な要因
を見出すために、先の報告 3）において学修成果の獲得
要因として考えられた教育者側の「授業計画」と「教員
の関与」、そして学習者側の「取組みの程度」と「学修
成果の理解・把握」をカテゴリー要因（中骨に相当 ) 注 2）

に置き、‘事前資料’と‘事前メモ’を参考に、学科・コー
スの５～６人のグループでフィッシュボーン分析を通し
て情報共有を行った。グループワークは、FD 活動の一
環として（IR 室が資料提供と当研究会を調整し）実施し、
主に個人・学科 / コースレベルでの共通する要因の抽出
に当たった。この際、学習者側要因に対しては、教育者
側の立場から考えられる要因とその原因として探索に当
たるものとした。その後に結論として、各教員から要因
とその原因についての回答を集約した。

３. 結果及び考察

3.1　学修到達度と自己評価基準差の関係性評価について

　2015 年度～ 2021 年度前期までの集計データをもとに、
入学年度別に学期間の変化（連動性）について、統計解
析ソフトウェア（OriginPro2021）を使ったスペアマン
相関分析を行った。その結果を表１に示す（散布図に
ついては、掲載を控える）。先の報告 2）では、2015 年度
～ 2018 年度前期データをもとに、表計算ソフトウェア 

（Excel）上での手動の解析によって得られた結果を示し
ており、数値に若干の差異を生じているが、同様の相関
関係を見出している。有意水準（p<0.05）を示した学期
間変化の相関係数（¦ r ¦）の平均値は、調査期間におい
て［１年前期 - １年後期］0.195、［１年後期 - ２年前期］
0.390、［２年前期 - ２年後期］0.414 であり、およそ学期
の進行に伴って相関を高めていることが分かった。相関
係数が負になっていることは、学修到達度が高く（低く）
なると自己評価は低く（高く）なる傾向があることを意
味している。学期の進行に伴って相関が高くなることは、
学修到達度と自己評価の関係付けが進んでいることが考
えられる。この連動性については、自己の学修到達度に
応じた適正な自己評価がおよそ行われるようになれば、
最終的には変化がなくなり収束する。導入初年度（2015
年度）の結果を除けば、いずれの [ ２年前期 - ２年後期 ]
の相関も、僅かではあるが [ １年後期 - ２年前期 ] を下
回っており、収束（学修到達度に応じた自己評価の適正

化）が進んでいることが推測される。この相
関は学期進行中の形成的評価には意味を与え
るが、収束が進んだ際や総括的評価には意味
を与えない。また獲得した学修到達度に対し
てどの程度の適正な自己評価に近づいたかと
いう、検証材料にはならない。いずれにせよ、
この相関分析からは、学期の進行に伴って獲
得した学修到達度に対する自己評価が適正に
行われていくことが分かり、当評価システム
がおよそ適切に稼働していることを再確認し
た。

3.2　学修成果の獲得要因の推定について

　学修成果の獲得要因をより具体化するため
に、フィッシュボーン分析に基づいたグルー
プワークの後、各教員の回答を集約した。そ
の結果について、主な要因（小骨に相当）と、
その要因に潜在する主な原因について表２に
まとめた。（作成されたフィッシュボーン図
は、すべての要因が抽出されたものではない
ので、掲載は控える。）主な要因については、
実際の運用において、学修成果の獲得・向上

1 年前期 -1 年後期 1 年後期 -2 年前期 2 年前期 -2 年後期
2015 年度 （N=152）

（n） （134） （106） （101）
Spearman Corr. -0.118 -0.392* -0.737*

p 値 0.173 3.21E-05 1.45E-18
2016 年度 （N=157）

（n） （59） （63） （124）
Spearman Corr. -0.013 -0.567* -0.523*

p 値 0.924 1.29E-06 4.47E-10
2017 年度 （N=164）

（n） （126） （129） （122）
Spearman Corr. -0.0506 -0.299* -0.295*

p 値 0.574 5.79E-04 9.61E-04
2018 年度 （N=166）

（n） （138） （131） （134）
Spearman Corr. -0.201* -0.308* -0.173*

p 値 0.0183 3.39E-04 0.0453
2019 年度 （N=154）

（n） （102） （105） （113）
Spearman Corr. -0.135 -0.353* -0.340*

p 値 0.175 2.19E-04 2.33E-04
2020 年度 （N=167）

（n） （143） （127）
Spearman Corr. -0.189* -0.423*

p 値 0.0235 7.29E-07
＊：P<0.05 （両側検定）

表 1　到達度と自己評価基準差の学期間変化（スペアマン相関係数）
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に影響を与えうる根拠に基づいた直接的なものとし、主
な原因については各教員の判断に依る最も推測されるも
のとして、いずれも各教員の複数回答から得た要因の総
数当たりの割合（回答総数当たりの割合）が高かったも
のを集約している。中骨要因「授業計画」のなかで、１
つ目の小骨要因「学修到達目標」となった原因では、教員・
学生双方にとっての理解と促進の充実が挙げられた。２
つ目の「科目構成・開講期（カリキュラムツリー）」の
原因とされた科目配置については、時間割その他の管理
運営上の制限、属人的な制約等によりなされていること
が考えられた。３つ目の「評価」には、１つ目の小骨要
因「学修到達目標」が原因として挙げられた。中骨要因「教
員の関与」で示された１つ目の小骨要因「組織」の原因
としては、全体の連携と指導の充実が挙げられた。2 つ
目の「授業外」では、個別学生への声かけや授業支援、
教職員の情報共有が挙げられた。３つ目の「授業計画」は、
中骨要因そのものであり、主な原因として説明や指導の
充実が挙げられている。続いて、学習者側要因とした中
骨要因「取組みの程度」の原因では、教育者側の中骨要
因「教員の関与」が多くを占めており、その原因に学生
の取組み対する承認や適切なフィードバックの充実が挙
げられた。中骨要因「学修成果の理解・把握」の 1 つ目
の小骨要因「自己評価」が挙げられ、その原因として学
習活動としての定期的な振返りの充実のほか、実習等の
実践活動との係わりが挙げられた。２つ目は「学修到達
目標」が挙げられ、学生への説明による理解の充実が挙
げられた。
　これまで学修成果の獲得・向上に向けた課題改善の議
論では、根拠に基づく要因の整理が十分に反映されない
なか、およそ教育者の経験と勘に基づいた議論を中心に
課題改善に当たってきたと言える。例えば、「学生には
学修到達目標やルーブリックの内容理解が難しいので、
これらをもっと解りやすく（単純化）したほうがよい」
といった改善に対しては（実際の学修成果（学修到達度
の向上と自己評価の適正化）に大きな変化を与えなかっ
た）、もちろん学修成果の学修到達目標やルーブリック

を見出すことができた。この結果からは、中骨・小骨要
因とその原因には、密接な関係があることが分かり、学
修到達度と自己評価に対して交絡する関係があって、単
純な因果関係によって学修成果の獲得・向上に影響する
ものではないことが考えられた。

４. 今後の課題

　本学の評価システムは、コンピテンシーに基づく学修
到達目標とルーブリックを学修成果として、その学修到
達度と自己評価の査定をもって学修成果を把握するもの
である。自己評価は、コンピテンシーに基づく学修成果
にとって不可欠とされ、かつメタ認知化のプロセスとし
ても１つの有効な手法と言える。6, 7） 注 4）　
　今後は、学修到達度の獲得・向上と自己評価の適正化
がどの程度行われているかについて、個別データの検証
と統計的な解釈の定型手法を検討していく必要がある。
また各学期の学修到達度に対応する自己評価の査定基準
が、学修成果の判定 / 改善の指標として正しく機能して
いるかどうかが課題として残される。
　要因分析では、課題解決のためのフレームワークは多
種多様にあるなか、視覚的にイメージが付き易く、分析
を進めやすいフィッシュボーン分析を採用した。結果か
ら導き出された要因については、今後、系統立てて計画
的な改善・充実に当たることが重要と考える。学修成果
の獲得・向上に係る主な要因（原因）の関係性は複雑で
あり、学修到達度の獲得・向上と自己評価の適正化にとっ
ての交絡因子となっていることが考えられる。今後は、
システム思考（System thinking）による分析 8）も進め
るなどして因果的解釈を深め、これらの課題を効率よく
改善する手立てを見出していく必要があろう。
　学修成果・教育成果の把握・可視化については、「教
学マネジメント指針」9）のなかで、次のただし書きが記
されている。

表２　学修成果の獲得要因のフィッシュボーン分析

カテゴリー・要因（中骨） 主な要因（小骨） （回答総数当たりの割合） 要因から推測された主な原因
教育者側要因（学習プログラム）

・授業計画 １．学修到達目標
２．科目構成・開講期

（カリキュラムツリー）
３．評価

（29％）
（22％）

（20％）

１．理解・促進
２．科目配置

３．学修到達目標の理解
・教員の関与 １．組織

２．授業外
３．授業計画

（31％）
（26％）
（20％）

１．連携・指導
２．個別指導
３．説明・指導

学習者側要因（自己認識）※
・取組みの程度 １．教員の関与 （81％） １．承認・フィードバック
・学修成果の理解・把握 １．自己評価

２．学修到達目標
（55％）
（28％）

１．学習としての振返り
２．理解・説明

※学習者側要因は、教育者側要因と同様に、教育者側が関与する要因として記述される。

として、内容を見直し改訂
していくことは必要である
が、この分析からはその主
な要因については、教育者
側の理解や学生への説明と
指導の充実にあることが分
かった。先に報告 3）され
た探索的因子分析に基づく
要因を出発点に、本フィッ
シュボーン分析によって情
報共有がなされ、各要因と
推測される原因との関係性
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　学修成果・教育成果の把握・可視化については、
・全ての学修成果・教育成果を網羅的に把握することは

できない
・把握した学修成果・教育成果の全てが必ずしも可視化

できるわけでもない
という限界が存在すること等に留意する必要がある。

あわせて、学修成果・教育成果の把握・可視化は相応の
コストを要する。これらはあくまで一人一人の学生のた
め、大学の教育改善のために行われる取組であって、「測
定のための測定」に陥ることがあってはならないことを
常に意識する必要がある。

　我々は、学修成果を把握する一つの方法として学修到
達度と自己評価を採用するものであり、教育研究活動の
課題は、学修到達度の獲得・向上とこれに対応する適正

な自己評価が行われることに注力しなければならない。
これまで行政主導によって進められてきたアクティブ・
ラーニングをはじめとする学習パラダイムシフトには、
今日の多様な社会変化への対応、とりわけ 2020 年から
生じている世界的なコロナウイルス感染症の対策によっ
て教育のデジタル・トランスフォーメーション（DX 化）
が加速するところであり、インストラクショナルデザイ
ン 10）への注目が高まっている。

学修到達度に反映される成績評価について、旧態依然
の評価をしていないだろうか、学修成果の部分となって
いるだろうか。一方で、学生は学修成果への理解・認識
が正しくできているのだろうか、目標志向をもった能動

表 3　教授パラダイムと学習パラダイムの比較

教授パラダイム 学習パラダイム
ミッションと目的

□教授の提供 / 伝達 □学習を作り出す
□教員から学生に知識を伝達する □学生の発見と知識の構築を引き出す
□コースとプログラムの提供 □強力な学習環境をつくる
□教授の質の改善 □学習の質の改善

成功の基準
□教育資源（resources）の提供 □学習と学生の上出来な成果
□入学時の学生の質 □卒業時の学生の質
□教育資源の量と質 □成果の量と質
□履修学生の増加 □総合的な学習の発展、実効性
□教員の質、教育

教育 / 学習の構造
□（原子論的）　全体に先立つ部分 □（全体論的）　部分に先立つ全体
□時間を一定にし、学習が変化 □学習を一定にし、時間が変化
□コース、講義時間の単位 □学習環境
□授業は同時に開始 / 終了 □学生がいるときの環境の準備
□一教員、一授業 □どんな学習環境でもうまくいく
□独立した分野、学部 □分野や学部を超えた協同
□資料を網羅する □詳細な学習の結果
□コースの終了時の評価 □前 / 中 / 後の評価
□教員による授業内での採点評価 □学習の対外的評価
□学位は累積された単位時間に等しい □学位は実証された知識とスキルに等しい

学習理論
□知識は「よそ」にある。 □知識はそれぞれの考え方の中にあり、個々の経験により形成されたものである
□知識は膨大であり、教員による伝達は僅かである □知識は構築され、創造され、獲得したものである
□学習は累計的で、線形的なものである □学習は”入れ子”であり、組立て（フレームワーク）の相互作用である
□“知識の倉庫”に例えられる □“自転車の乗り方を学ぶ”ことに例えられる
□学習は教員を中心としコントロールされる □学習は学生を中心としコントロールされる
□活気のある教員と学生の両方が求められる □能動的学習者（アクティブ・ラーナー）が求められ、活気のある教員は必要ない
□授業と学習は、競争的で個人主義的である □学習環境と学習は、協同的、協調的、協力的である
□才能と能力は希薄である □才能と能力は富んでいる

生産性 / 資金供与（funding）
□生産性の定義：　コスト / 教授時間 / 学生 □生産性の定義：　コスト / 学習単位 / 学生
□教授時間に対する資金供与 □学習成果に対する資金供与

役割の性質
□教員は主として講師である □教員は学習法と環境の設計者である
□教員と学生は独立して行動し、孤立している □教員と学生はお互いに、そして他の職員とともに、チームで動く
□教師は学生を分類し区分する □教師は全ての学生の能力と才能を伸ばす
□職員は教員に仕え、教育の工程をサポートする □全ての職員は学生の学習と成功を導く教育者である
□どんな専門家でも教えることができる □学習を強化することは難しく複雑である
□系統ガバナンス：　独立した関係者 □共有ガバナンス：　チームワーク
Robert B. Barr, John Tagg, From Teaching to Learning: A New Paradigm for Undergraduate Education , Change, 27 ⑹ ,13-26（1995）で
示された表を和訳アレンジしたものである。



－ 21 －

的学習者となっているだろうか。ICT の活用はアクティ
ブ・ラーニング等の学習法として有効な手段となってい
るだろうか。今日の社会の急速な変化に伴って高等教育
への要請は待ったなしという状況にあって、諸々の継続
的課題が積み上げられている。制度的な課題はあるもの
の、教職員はいま一度原点に立ち返り、従来の教授パラ
ダイムと学習パラダイム 1）（表３）注 5）の比較から、学
習パラダイムへの転換を検めて考えていく必要もあると
考える。授業その他での学生との関わりについても、教
員個人レベルの改善・充実はもとより、FD/SD 等を活
用して、改めて組織的な充実改善も必要と考える。評価
システムが自動的に学生の学修成果を生み出すもので
はないことを再認識し、学習する組織 8）へと変革して
いくことが必要であろう。この際、ADDIE （Analysis,
Design, Development, Implementation, Evaluation） モ
デル 10, 11）を活用した教学マネジメントとしてのシステ
ム構築など、教学ガバナンスの充実・改善も必要と考え
る。 （代表執筆 平田）

５. 要　　約

　学業成績（客観的測定）と自己評価（主観的測定）の
関係は、学習成果の把握及び獲得・向上において、課題
となっている。本学の学修成果は、コンピテンシーに基
づく学修到達目標に対する学修到達度と、同学修到達目
標のルーブリック（基準）を参照した自己評価に対する
評価をもって把握している。自己評価は、学生が自分の
成績や進歩に関する情報を収集し、次学期に向けた目標
設定を行う、思考としてのメタ認知プロセスとなってい
る。各学期の形成的評価では、学生の学業成績を改善
し、自己評価を最適化することを目的としている。本稿
では、評価システムの客観的測定（学修到達度）と主観
的測定（自己評価の査定基準差）との関係性を再検証し
た。2015 年度から 2021年度前期までの調査におけるス
ペアマン相関分析からは、学期の進行に伴って相関係数

（¦ r ¦）の平均値が約 0.2 から 0.4 に高まることが分かった。
次に、我々は学修成果を改善する特定の要因を分析する
ために、学生アンケート調査との相関から得た学修成果
の獲得要因に基づくフィッシュボーン分析を行った。そ
の結果、原因として推測されるいくつかの具体的な要因
が導き出された。

特　　記

　本学の評価支援システム（特許第 6664706 号）は、私
立大学等経常費補助金（未来経営戦略推進補助金事業）

（平成 26 ～ 28 年度採択）を受け開発されたものである。
このシステムは、同法人西九州大学にも導入されており、
本稿が充実・改善の参考になれば幸いである。更には、
市販されるこのシステムが国内で利用され、学修成果の
把握・評価方法の１つとして標準化が進められることを
期待したい。
　学修成果の把握・評価への課題は検証を含め、終わり
のない改善が求められる。今回の結果は、我々が一丸と
なって教育の質の保証（学修成果の可視化）を進めてき
た成果として評価したい。

補注

注 1） 学修成果の評価支援システムについては、これま
でに報告しているので、補注にて紹介する。

　　学修到達度と自己評価は、卒業までに求める同一の
学修到達目標を基準としている。学修到達目標は、コ
ンピテンシーに基づき、８つの能力要素で区分され、
それぞれに３項目の学修到達目標が置かれている。学
修到達度は、各科目において全 24 項目の能力要素か
ら選択された学修比率に基づいて、成績評価を能力要
素別に分配・集計するものである。自己評価は、学修
到達目標の８項目別に作成された４段階のルーブリッ
ク指標に基づいて、未到達を含めた５段階評価（０～
４ポイント）を行うものである。自己評価の集計では、
各３項目評価の平均ポイントを採用し、各能力要素別
の学修到達度８項目と対比させている。自己評価に対
しては、学修到達度に応じた自己評価の査定基準が学
期別・能力要素別に設けられており、学期末毎に自己
評価に応じて定型のコメントと担当教員からの個別コ
メントが返される仕組みを設けている。学期別に集計
される学修到達度の獲得・向上と、これに応じた自己
評価に対して、それぞれの査定基準との差を認識させ、
適正な自己評価に導くことで学修成果の獲得・向上を
目指している。

　　評価支援システムの構築や運用方法、その他の詳細
については、参考文献に加えて次の文献を参照された
い。
・平田孝治・福元健志・菅原航平「学修到達目標とコ

ンピテンシー評価の接続に関する一考 - 短大教育の
ベンチマーキングに関する検討 -」短期大学コンソー
シアム九州紀要『短期高等教育研究』,Vol.5, 35-42

（2015）.
・平田孝治ほか 11 名「食物栄養学科カリキュラムの

諸性質に関する一考 - 平成 26 年度カリキュラム分
析 -」永原学園西九州大学短期大学部紀要 ,Vol.45,
14-25 （2015）.

・平田孝治・福元裕二「教学マネジメントの取組み
に関する一考　- アセスメントシステムの運用、組
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織運営と情報フローを中心に -」短期大学コンソー
シアム九州紀要『短期高等教育研究』,Vol.6, 41-48

（2016）.
・平田孝治ほか 10 名「食物栄養学科カリキュラムの

諸性質に関する一考 - 平成 27 年度カリキュラム分
析 -」永原学園西九州大学短期大学部紀要 ,Vol.45,
1-10 （2016）.

・平田孝治ほか 10 名「学修成果と学修到達度の相互
浸透に向けて - 食物栄養学科平成 27 年度カリキュ
ラム分析（第 2 報）-」永原学園西九州大学短期大
学部紀要 ,Vol.47, 1-10 （2017）.

・平田孝治ほか 31 名「学修成果と学修到達度の相互
浸透に向けて - 平成 27 年度カリキュラム分析（第
３報）-」永原学園西九州大学短期大学部紀要 ,Vol.48,
9-28 （2018）.

注 2） 「学習プログラム」と「自己認識」のカテゴリー
要因について、入学半年時と卒業時の学生調査から、
相関を示す主な内容は次の通りである。3）「学習プロ
グラム」においては、取組みの程度に係る「授業計画」
要因に加え、卒業時で「教員の関与」の要因が比較的
高い相関を与えている。「学習の取組み」要因は、「授
業計画」と「自己認識」の双方に関連するものであり、
先の報告では「学習プログラム」に含めるものとした
が、本研究で実施したフィッシュボーン分析では、イ
メージし易くするために「取組みの程度」として学習
者側に置いた。

　授業計画とこれに沿った学修活動での取組みの程
度を主な要因とする「学習プログラム」の因子

注 3） 高等教育機関には教育の質の保証及び内部質保証
が問われる今日、学修成果・教育成果の把握・可視化
とその自己点検・評価の取組みは、一致協力が必要な
教育研究活動となっている。本論に関連する背景を俯
瞰すれば、「我が国の高等教育の将来像（答申）」（2005）
では、‘高等教育の質の保証’が唱えられ、機関の質

の維持・向上を図るため、設置認可、「課程」教育、
自己点検・評価（内部質保証）及び認証評価（第三者
評価）の重要性が指摘された。「学士課程教育の構築
に向けて（答申）」（2008）の具体的な改善方策のなか
では、学士課程教育における三つの方針、国際的通用
性を有する「学士力」として学士課程共通の学習成果
に関する参考指針が示された。また、学士課程教育の
充実を支える学内の教職員の職能開発では、教学経
営の PDCA（Plan, Do, Check, Act）に FD（Faculty 
Development）活動を位置付けることについても言
及されている。「新たな未来を築くための大学教育の
質的転換に向けて（答申）」（2011）の今後の具体的
方策では、「大学の学位授与方針（育成する能力の明
示）の下、学長・副学長・学部長・専門スタッフ等が
チームとなって、体系的な教育課程（P）⇒教員同士
の役割分担と連携による組織的な教育（D）⇒アセス
メント・テストや学修行動調査（学修時間等）等の活
用による、学生の学修成果、教員の教育活動、教育
課程にわたる評価（C）⇒教育課程や教育方法等の更
なる改善（A）の改革サイクルを確立」するよう求め
た。これに伴って「これからの大学教育等の在り方に
ついて（第三次提言）」（2012）では、社会人として必
要な能力を有する人材を育成するため、教育方法の質
的転換（学生の能動的な活動を取り入れた授業や学習
法（アクティブ・ラーニング）、双方向の授業展開な
ど）、そして全学的教学マネジメントの改善（学生の
学修時間の確保・増加、学修成果の可視化、教育課
程の体系化、組織的教育の確立など）を求め、翌年
の「大学教育再生加速プログラム（AP: Acceleration
Program）」によってこれらの改革を支持し、展開を
加速させた。本学は、当該 AP 事業の採択には至ら
なかったが、同年の日本私立学校振興・共済事業団

（https://www.shigaku.go.jp（令和４年１月閲覧））私
立大学等経常費補助「未来経営戦略推進経費（教学改
革推進のためのシステム構築・職員育成に係る取組
み）」の採択事業「総合的な教学ＩＲのシステム運用
と教職協働体制によるエンロールメント・マネジメン
ト」によって、教育の質の保証及び内部質保証に向け
た総合的な教学ＩＲシステムの構築を進めてきた。こ
の取組みについては、平成 26 ～ 28 年度の当該事業
報告書としてまとめている。内部質保証については、
本学が認証評価を受ける一般財団法人 大学・短期大
学基準協会（https://www.jaca.or.jp （令和４年１月閲
覧））では、「学習成果を焦点にした機関全体を査定す
る仕組みと、三つの方針や学習支援を充実させるため
の PDCA サイクルを稼働させなければならない。自
己点検・評価報告書には、査定と PDCA を日常的に
繰り返し、学習成果を向上・充実させている状況を明

・図書館を利用する
・授業での配付資料・プリントを整理する
・授業の課題をきちんと提出する
・インターネットを活用する
・授業への遅刻（負の因子）
・授業中の携帯電話やメールの使用（負の因子）
・授業の活動内容を含めた計画
・授業活動の時間数
・教育に関する満足度 

　教員の指導に関する満足度学修成果の理解・把握を
主な要因とする「自己認識」の因子
・自身の知識・技能・態度に関する程度
・試験前の学習の取組み
・成績の程度
・成績に関する満足
・当該活動への注力
・学修への関心と意欲  
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確に示す」ものとして、学習成果を焦点にした教育の
質保証として短期大学評価基準及び内部質保証ルーブ
リックを設けており、学習成果・教育成果の把握・可
視化は認証評価の必須要件としている。「2040 年に向
けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（2018）では、
高等教育改革の実現すべき方向性としてこれまでの議
論が整理され、多様な社会的要請（SDGs: Sustainable
Development Goals、Society5.0・第４次産業革命、長
寿社会、グルーバル社会、そして地方創生への対応）
を踏まえた、2040 年頃の社会変化に対応する「学修
者本位の教育の実現」を謳い、全学的な教学マネジメ
ントの確立、学修成果の可視化と情報公表の促進、教
育の質保証システムの確立を項目立て、これらの現状
と課題がまとめられた。教学マネジメントについては、

「学修者本位の教育の実現を図るための教育改善に取
り組みつつ、社会に対する説明責任を果たしていく大
学運営すなわち教学マネジメントがシステムとして確
立した大学運営の在り方を示す」ものとして、「教学
マネジメント指針」（2020)9）が策定された。この指針
では、三つの方針に基づく学修目標の具体化のなかで、
機関・課程・授業科目レベルでの PDCA サイクルの
必要性が示された。学修成果・教育成果の把握・可視
化並びに教学マネジメントを支える基盤では、教育の
質保証と内部質保証、そしてこれらを進めていくため
の FD・SD（Staff Development）と教学 IR（Institutional
Research）体制の必要性が次の通り示されている。

Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
　学修者本位の教育の観点から、一人一人の学生が自
らの学修成果として身に付けた資質・能力を自覚でき
るようにすることが重要である。また、大学の教育活
動を学修目標に則して適切に評価し、「卒業認定・学位
授与の方針」の見直しを含む教育改善につなげるため
にも、学修成果・教育成果を適切に把握・可視化する
必要がある。把握・可視化に当たっては、その限界に
留意しつつも、学生が、同方針に定められた学修目標
の達成状況を可視化されたエビデンスとともに説明で
きるよう、複数の情報を組み合わせた多元的な形で行
う必要がある。その際、大学教育の質保証の根幹として、
また、学修成果・教育成果の把握・可視化を適切に行
う上での前提として、成績評価の信頼性を確保する必
要がある。

　Ⅳ 教学マネジメントを支える基盤（ＦＤ・ＳＤの高度化、
　教学ＩＲ体制の確立）
　学修成果・教育成果を最大化するためには、教職員
の能力向上が必要不可欠である。各大学は、「卒業認定・
学位授与の方針」に沿った学修者本位の教育を提供す
るために必要な望ましい教職員像を定義した上で、対
象者の役職や経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤ
を組織的かつ体系的に実施していく必要がある。加え
て、ＦＤ・ＳＤは、学修成果・教育成果の把握・可視
化により得られた情報の共有、課題の分析、改善方策
の立案等、実際に教育を改善する活動として位置付け、
実施する必要がある。

　また、教学ＩＲは、教学マネジメントの基礎となる
情報を収集する上での基盤であり、学長をはじめとす
る学内の理解を促進するとともに、教学ＩＲを実施す
る上で必要となる制度の整備や人材の育成を進めてい
く必要がある。

　これらの詳細については、参考文献に加えて次の文献
を参照されたい。

・文部科学省「我が国の高等教育の将来像（答申）」
平成 17 年１月 28 日 中央教育審議会 （2005）.

・文部科学省「学士課程教育の構築に向けて（答申）」
平成 20 年 12 月 24 日 中央教育審議会 （2008）.

・文部科学省「新たな未来を築くための大学教育の質
的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力
を育成する大学へ～（答申）」平成 24 年 8 月 28 日
中央教育審議会 （2011）.

・文部科学省「これからの大学教育等の在り方につい
て（第三次提言）」平成 25 年５月 28 日 教育再生実
行会議 （2012）.

・原田博文「短期大学基準協会の認証評価と教学マネ
ジメント」短期大学教育 ,75 号 ,40-57 （2019）.

・一般財団法人 大学・短期大学基準協会「短期大学
評価基準及び内部質保証ルーブリック等について」
https://www.jaca.or.jp（令和４年１月閲覧）.

・文部科学省「2040 年に向けた高等教育のグランドデ
ザイン（答申）」平成 30 年 11 月 26 日 中央教育審
議会 （2018）.

注 4） メタ認知は、‘知識としてのメタ認知’と‘思考
としてのメタ認知’に分類され、後者は‘メタ認知的
モニタリング’、‘メタ認知的コントロール’、‘自己調
整学習’の３つの形態に区別されている。本学の自己
評価は、各学期の終了時に集計された自己の学修到達
度を確認のうえ、ルーブリックに基づいてチェックし、
その後に査定結果を返すようにしている。これらは学
修成果に対する気づきと、次学期に向けた目標設定な
どの思考と行動への方向付けを生み出すものとして、
メタ認知的モニタリング（キャリブレーション）とメ
タ認知的コントロールのプロセスに相当するものであ
る。自己調整学習は、次学期の学習において期待され
るものである。これら３つの形態に対しては、内的・
外的条件への働きかけがメタ認知に影響することが知
られており、学修成果の獲得に有効となることが考え
られる。キャリブレーションの正確さと学業成績には
正の相関があることが知られている。自己評価につい
ては、所謂できる学生は評価を低く、弱い学生は高く
見積もることが知られており、本学においても同じ結
果を得ている。自己評価の正確さを高めるため、自己
評価の練習やピア評価を活用するなどの‘自己評価の
ための学習’の有効性が報告されている。詳細につい
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ては当該参考文献の図書を参照されたい。
注 5） 渉猟しえた範囲で、日本語訳を見出せなかったこ

とから掲載している。日本語訳において、解釈が難
しかった用語には括弧書きにて原文の用語を添えて
いる。「教授パラダイム」（instruction paradigm）は、
文献等では多くが「教育パラダイム」とされるもので
あるが、ニュアンスとしては教授が近いと考え使用し
ている。
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